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１．サステナブルファイナンス（SDGs債）の始まり



◆ 環境・社会等の課題に対応するためには、多くのステークホルダーの協力と共に、

多額の財源を要することが見込まれる

◆ 課題対応のために、グリーンファイナンスやサステナブルファイナンスに加え、

これらのファイナンスの流通を担う金融市場が重要な役割を担っている

環境・社会等の課題の解決に向けて重要な役割を担うグリーン及びサステナブルファイナンス

パリ協定

2016～2040年までに
総額75兆ドル
（エネルギー供給40兆ドル、
追加的に必要となるエネル
ギー効率改善35兆ドル）
国際エネルギー機関（IEA）試算

サステナブルファイナンス

グリーンファイナンス

SDGs

2016～2030年までに
毎年5～7兆ドル
（このうち開発途上国は
毎年3.3～4.5兆ドル）
国際連合試算

主なステークホルダー

国 金融機関

地方公
共団体

政府系
機関

企業

民間団体

教育・
研究機関

個人

（出所）野村資本市場研究所「グリーン及びサステナブルファイナンスとSDGs債をめぐる動きと今後の展望」

サステナブルファイナンス、グリーンファイナンス

4
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ESG投資とSDGsの関係
社会的な課題解決が事業機会と投資機会を生む

民間企業等
（発行体）

機関投資家

事業機会増
ESG投資

リターン

持続可能な社会

投資機会増

国 連

2015年
採択

2006年
提唱

（出所）年金積立金管理運用独立行政法人「ESG投資」

責任投資原則 持続可能な開発目標

賛同署名

（原則4~6省略）

ESG投資とSDGsの関係（事業機会と投資機会の創出）
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ESGは、環境（E）、社会（S）、ガバナンス（G）を合わせた言葉で、投資をするために企業

等の価値を測る要素

✓ ESG投資は、SDGs等で掲げられた環境・社会・経済関連課題の解決等を目的とした投資に

用いられる

✓ 2006年に国連のアナン事務総長（当時）が機関投資家に対し、ESGを投資プロセスに組

み入れる「責任投資原則」（PRI）を提唱したことがきっかけに金融市場に広まった

✓ 日本では、年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）がPRIに署名した頃から、ESG投

資が急速に拡大

E＝環境
気候変動、水資源、
生物多様性など

S＝社会
ダイバーシティ、

サプライチェーンなど

G＝ガバナンス
取締役会の構成、
少数株主保護など

ESGに関する要素の例

（出所）野村資本市場研究所「グリーン及びサステナブルファイナンスとSDGs債をめぐる動きと今後の展望」

ＥＳＧ投資について
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適切なリスクリターンを確保しながら、環境、社会、経済へのインパクトを意識して取り組む

ＥＳＧ投資、ＳＤＧｓ債、インパクトファイナンスの位置
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国際協力
機関

・世界銀行
・アジア開発銀行
・国際協力機構
（JICA）

証券市場

法人
（アセット

オーナー）

・年金
（GPIF／
 企業年金）

・財団法人
・その他法
人

個人

・各国政府
・事業会社
・自治体
・政府関係機関
・学校法人  等

運用機関
（アセット

マネジメント）

投資信託

・環境・社会
などをテーマ
にした
投資信託

・ESG/SDGs
関連指標に
連動するETF

民間金融
機関

グリーンボンド

ソーシャルボンド

サステナビリティボンド

環境貢献事業

投資

投資

投資

資金調達
（株式・債券発行）

投資

資金調達
株式・債券

発行

資金調達
（債券発行） 出融資

など は証券会社の仲介機能
委託

投資

投資

出融資

事業例

・再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ
・省ｴﾈﾙｷﾞｰ
・自然資源管理
・生物多様性保全
・気候変動適応
・環境配慮製品
・ｸﾞﾘｰﾝﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ

株式市場

債券市場

ネガティブ・スクリーニング
ポジティブ・スクリーニング
ESGインテグレーション

エンゲージメント
規範スクリーニング

テーマ投資
インパクト投資 等

環境（Environment）

社会（Social）

ガバナンス(Governance)

グリーンファイナンスにおけるインベストメントチェーン

出所：日本証券業協会にて作成

外部評価
評価会社

（格付会社等）
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２．サステナブルファイナンス（SDGs債）への取組体制
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※各委員会・ ・メンバーの内容は2024年１月時点の内容であり、今後変更となる可能性があります。

カーボンニュートラル実現に向けた
証券業界に対するアドバイザリーボード

証券業を通じ社会的課題解決に貢献
するため、インパクト・インベストメント
関連の金融商品の組成・販売の促進
に向けた具体的方策等について検討・
対応する。

サステナブルファイナンス推進委員会
（旧：貧困、飢餓をなくし地球環境を
守る分科会）

証券業界における働き方改革やダイ
バーシティの推進を図るため、業界横断
的な方策について検討・対応する。

働き方改革・ダイバーシティ推進委員会
（旧：働き方改革そして女性活躍支
援分科会）

トランジション・ファイナンス推進のためのロードマッ
プ勉強会

「SDGs債」統計情報の定期的な作成・公表

SDGsに貢献する金融商品のガイドブック作成

ICMAと連携した国際イベント等の開催（国際
部と協力）

代表者や管理職等、属性別に焦点を
あてたセミナーの開催

業界横断的なテレワークに関する情報
共有等

証券業界とNPO法人等を結ぶ仕組
み「こどもサポート証券ネット」の構築・
運営（物品支援からスタート）

内閣府等が主導する「こどもの未来
古本募金」に業界全体で参画

本協会に「株主優待SDGs基金」を
設置し、国連機関等への拠出

＜具体的な施策例＞

大学との連携

子供の貧困対策支援委員会
（旧：社会的弱者への教育支援に
関する分科会）

経済的に厳しい状況でも子供たちが
将来に希望を持って成長できるよう、
証券業界として支援できる方策につ
いて検討・対応する。

会員向けアンケートの実施

✓SDGsで掲げられている社会的な課題に証券業界全体で積極的に取り組んでいくため、本協会会長の諮問機関として「証
券業界におけるSDGsの推進に関する懇談会」を設置（2017年9月19日）

✓加速するカーボンニュートラルの実現に向けた動きに証券業界としても貢献ができるよう、多角的な視点から必要な助言を受
けるため、本協会会長の諮問機関として、「カーボンニュートラル実現に向けた証券業界に対するアドバイザリーボード」を設置
（2021年10月19日）

証券業界におけるSDGsの推進に関する懇談会

証券業界におけるSDGsの推進に関する懇談会
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※各ワーキング・グループ・メンバーの内容は2024年１月時点の内容であり、今後変更となる可能性が
あります。

✓SDGs達成のために求められる民間資金の導入に向けて、証券業界が本業とする資金過不足の調整機能の発揮が期待さ
れるなか、グリーンボンド、ソーシャルボンド等のSDGsに貢献する金融商品の整理や理解度・認知度向上に向けた取組みを
実務に即して進めるため、「SDGsに貢献する金融商品に関するワーキング・グループ」を設置（2018年９月）

✓ IFRS財団における国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）の設置を受け、サステナビリティ報告に係る国際基準の策定
プロセスが本格化し、国内でも、財務会計基準機構がサステナビリティ基準委員会等の設置の上、国内のサステナビリティ報
告に係る基準の策定を本格化している状況の下、サステナビリティ報告に係る基準の策定に関し、証券業界として適切な意
見発信を行うため、「サステナビリティ基準ワーキング・グループ」を設置（2022年１月17日）

サステナブルファイナンス推進委員会（旧：貧困、飢餓をなくし地球環境を守る分科会）
構成：有識者および会員証券会社の役員等

SDGsに貢献する金融商品に関す
るワーキング・グループ

サステナビリティ基準ワーキング・グ
ループ

統一呼称「SDGs債」の提言・普及
推進

「SDGs債」の統計情報の定期的な
作成・公表（～2022.06）

SDGsに貢献する金融商品の
ガイドブック作成

サステナビリティ報告に係る基準の策
定に関し、証券業界として適切な意
見発信の検討

証券業界におけるSDGsの推進に関する懇談会
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アミーナ・J・モハメッド国連副事務総長との面談

国際イベントを通じたＳＤＧｓ推進に向けた取組みとして

アミーナ・J・モハメッド国連副事務総長と面談（2018年２月）

アミーナ・J・モハメッド国連副事務総長との面談

面談概要 「社会的弱者への教育支援に関する分科会」

子供の貧困問題は様々テーマとも関連するものであり、アフリカや東南アジアでは、子供の栄養不足が最も

問題となっており、それらの国々ではまずは栄養プログラムを実施している。ただ、貧困からの脱却には教育

も非常に重要であり、教育をサポートする取組みを評価する。

今後もファイナンスに関しては、政府や民間が連携して取り組むべき余地は沢山ある。

ファイナンスの規模が大きくなり投資が促進されることで、民間企業のSDGsの取組みがより一層進むだろう。

（出所：国際連合ウェブサイト）
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日本証券業協会 SDGs宣言

2018年 日本証券業協会による「SDGs宣言」

日本証券業協会は、国際連合が提唱する国際社会全体の目標であるSDGs（持続可能な開発目標）の
達成に貢献するとともに、証券業自らも持続的な成長を目指し、次の通り宣言いたします。

１．貧困、飢餓をなくし地球環境を守る取組み

- 証券市場が有する資金調達・供給機能等を通じて、社会課題の解決を目指します。

２．働き方改革そして女性活躍支援を図る取組み

- ワーク・ライフ・バランスの推進等を通じて、働きがいのある職場づくりを目指します。

３．社会的弱者への教育支援に関する取組み

- 様々な環境に置かれている子ども達への支援等を通じて、あらゆる機会を平等に与えられる社会の実

現を目指します。

４．SDGsの認知度及び理解度の向上に関する取組み

- 本協会及び会員証券会社の役職員のSDGsに関する当事者意識を高めるとともに、国内外における

SDGsに対する認知度及び理解度の向上を目指します。

２０１８年３月２２日
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SDGsと資本市場に関するシンポジウムの開催

2019年７月、主に資本市場関係者を対象として、ＳＤＧｓ推進に向けた資本市場の役割や
サステナブルファイナンスの動向等の理解促進を目的としたシンポジウムを開催

１） 開催期日 ２０１９年（令和元年）７月９日（火） 午後１時２０分～４時４５分

２） 会場 日経カンファレンスルーム（東京都千代田区大手町１－３－７日経ビル６階）

３） テーマ 資本市場におけるＳＤＧｓ推進への取組みと課題

４） 参加者 約180名（うち、証券会社役職員95名）

５） プログラム(肩書は当時) ６） 当日の模様

13:20～13：25 主催者挨拶（日本証券業協会 会長 鈴木茂晴）
13:25～14：25
基調講演１ 「ＳＤＧｓと企業の役割」 蟹江憲史 慶應義塾大学大学院教授
基調講演２ 「ＳＤＧｓ推進に向けた資本市場の役割」 水口剛 高崎経済大学経済学部教授
14：25～14：35
日本証券業協会「貧困、飢餓をなくし地球環境を守る分科会」報告書概要について
分科会主査 荻野明彦 大和証券専務取締役

14：35～15：10
証券会社におけるＳＤＧｓ推進に向けた取組み状況の報告

水戸証券（魚津亨 代表取締役副社長）
大和証券（荻野明彦 専務取締役）
メリルリンチ日本証券（林礼子 取締役副社長）

15：30～16：40
パネルディスカッション「資本市場におけるＳＤＧｓ推進に向けた課題と展望」

河口真理子 大和総研研究主幹
相原 和之 野村證券 デット・キャピタル・マーケット部ＥＳＧ債担当部長
飯塚 優子 住友林業 サステナビリティ推進室長
池田 賢志 金融庁 総合政策局総務課国際室長兼ﾁｰﾌ･ｻｽﾃﾅﾌﾞﾙﾌｧｲﾅﾝｽ･ｵﾌｨｻｰ
小野塚惠美 ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 運用本部ｽﾁｭﾜｰﾄﾞｼｯﾌﾟ責任推進室長
寺沢 徹 アセットマネジメントＯｎｅ 運用本部責任投資部長

16：40～16：45 主催者挨拶（日本証券経済研究所 理事長 増井喜一郎）
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「サステナブルファイナンス推進宣言」の公表

2022年7月、サステナブルファイナンスの推進に関し、証券業界が歩むべき一定の方針やスタンスを広く金融資本市場に示すことにより、証券業
を通じた社会的課題解決をより一層加速し、もって持続可能な社会に貢献すべく、 「サステナブルファイナンス推進宣言」を発出

（宣言本文）
日本証券業協会 サステナブルファイナンス推進宣言

証券業界は、2050年のカーボンニュートラル実現に向けて、持続可能な社会の実現に貢献すべく、その社会
に整合し、信頼性、透明性の高い、健全な証券市場の構築が、我々に課せられた使命であることを認識し、
次のとおり宣言いたします。

サステナブルファイナンスを、持続可能な社会実現のためのインフラストラクチャと位置付け、
証券市場が有する資金調達・供給機能等を通じて、これを推進します。

証券業界は、市場参加者におけるESG要素を含む中長期的な持続可能性（サステナビリティ）を
考慮した行動を歓迎します。

様々なステークホルダーとの積極的な協働・連携を図り、当事者意識をより一層高め、
証券業界が担うべき役割を果たします。

推進にあたり、具体的な推進方針や方向性を本宣言附属書に定めます。

2022年７月20日 日本証券業協会

１

２

３
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証券業界は、他の投資と比較してリスクとリターンなどの条件が同一又は類似であ
れば、適切なリスク・リターンを確保した上で、環境・社会に対してよりポジティブなイ
ンパクトの創出を志向します。

証券業界は、着実な脱炭素への移行に貢献すべく、グリーン分野だけでなく、排出削
減が困難なセクターにおける脱炭素・低炭素投資への資金供給（トランジションファ
イナンス）を推進します。

証券業界は、市場関係者のサステナブルファイナンスに関する理解や知識の深化に
寄与すべく、人材育成強化に向けた取組みを推進します。

証券業界は、個人投資家や学生等、幅広い方々に対し、サステナブルファイナンスに
関する意義等の積極的な周知、普及・推進を図ります。

証券業界は、国内外の関係機関等ステークホルダーとの間で、サステナブルファイナ
ンス推進に関する協力・連携を更に強化し、多方面からサステナブルファイナンス推進
に向けた取組みを加速します。

証券投資を通じた
ポジティブなインパクト

創出の志向

トランジション
ファイナンスによる

脱炭素移行への貢献

サステナブルファイナンスに
関する市場関係者の

人材育成強化

サステナブルファイナンスに
関する個人投資家等への

普及・推進

国内外の関係機関等との
協力・連携強化

５

４

３

２

１

日本証券業協会 サステナブルファイナンス推進宣言
附属書

（宣言附属書より一部抜粋）

「サステナブルファイナンス推進宣言」の公表
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座長

森田 敏夫（日本証券業協会 会長）

会員委員

荒木 三郎（三菱UFJ証券ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 取締役会長)

安藤 敏行（安藤証券 代表取締役社長）

北尾 吉孝（ＳＢＩ証券 代表取締役会長）

楠 雄治（楽天証券 代表取締役社長）

小林 正浩（明和證券 代表取締役社長）

近藤 雄一郎（ＳＭＢＣ日興証券 代表取締役社長）

斎藤 聖美（ジェイ・ボンド東短証券 代表取締役）

笹田 珠生（BofA証券 代表取締役社長）

佐藤 昌孝（東海東京証券 代表取締役会長）

白川 至（みずほ証券 取締役副社長）

新芝 宏之（岡三証券グループ 代表取締役社長）

清明 祐子（マネックス証券 代表取締役社長）

田代 桂子（大和証券 代表取締役副社長）

巽 大介（光世証券 代表取締役社長）

鳥海 智絵（野村證券 代表取締役副社長）

永井 浩二（野村證券 取締役会長）

中村 善二（ＵＢＳ証券 代表取締役社長）

橋本 幸子（ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰMUFG証券 Vice Chairman）

林 礼子（BofA証券 取締役副社長）

日比野 隆司（大和証券 取締役会長）

三浦 聖人（三豊証券 代表取締役社長）

宮地 正人（ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰMUFG証券 取締役会長）

山口 隆弘（山和証券 代表取締役社長）

公益委員

白河 桃子（昭和女子大学 客員教授、相模女子大学大学院 特任教授）

証券業界におけるＳＤＧｓの推進に関する懇談会

証券業界におけるＳＤＧｓの推進に関する懇談会メンバー

以 上 25名（五十音順・敬称略）
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「サステナブルファイナンス推進委員会」

サステナブルファイナンス推進委員会メンバー

以 上 20名（五十音順・敬称略）

委員長

鳥海 智絵（野村證券 代表取締役副社長）

委員長代理

江夏 あかね（野村資本市場研究所 野村サステナビリティ研究センター長）

委員

今井 崇人（松井証券 取締役 営業部門担当

兼 戦略部門担当役員）

植木 博士（ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ証券 政府関連担当部長）

上杉 達郎（BNPパリバ証券 資本市場本部長 兼

シンジケート部長)

魚津 亨（水戸証券 代表取締役副社長）

兼子 公範（マネックス証券 取締役)

河口 真理子（立教大学 特任教授）

川村 昭和（岡三証券 執行役員）

木曽 健太郎（バークレイズ証券 代表取締役社長）

小出 昌弘（みずほ証券 プロダクツ本部副本部長）

朔 慶典（ＵＢＳ証券 投資銀行本部 副会長）

笹川 貴生（岩井コスモ証券 代表取締役社長）

諏訪 一（三菱UFJﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ証券 執行役員

キャピタル・マーケッツ・グループ長）

柘植 謙二（ＳＢＩ証券 常務取締役）

坪井 重治（東海東京証券 常務執行役員 経営企画本部
長）

泊 健一（徳島合同証券 代表取締役社長）

成毛 豊文（大和証券 執行役員

（グローバル・インベストメントバンキング担当））

林 礼子（BofA証券 取締役副社長）

堀内 俊宏（ＳＭＢＣ日興証券 執行役員）
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「カーボンニュートラル実現に向けた
証券業界に対するアドバイザリーボード 」

以 上 10名（五十音順・敬称略）

有村 俊秀（早稲田大学政治経済学術院 教授 環境経済経営研究所・所長）

江夏 あかね（野村資本市場研究所 野村サステナビリティ研究センター長）

太田 珠美（大和総研 金融調査部ESG調査課長 主任研究員）

加藤 康之（京都先端科学大学ビジネススクール 教授、京都大学経営管理大学院 客員教授）

熊谷 五郎（日本証券アナリスト協会 企業会計部長、みずほ証券 グローバル戦略部 産官学連携室 上級研究員）

高村 ゆかり（東京大学 未来ビジョン研究センター 教授）

林 礼子（国際資本市場協会 理事、BofA証券 取締役副社長）

水口 剛（高崎経済大学 学長）

諸富 徹（京都大学大学院 経済学研究科 教授）

吉高 まり（三菱UFJリサーチ＆コンサルティング フェロー（サステナビリティ）、東京大学教養学部 客員教授）

カーボンニュートラル実現に向けた証券業界に対するアドバイザリーボード メンバー
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３．サステナブルファイナンス（SDGs債）への取組実績



「貧困、飢餓をなくし地球環境を守る分科会」
第一次報告書（2019年3月29日）概要

•投資家は、SDGs関連事業へ資金が充当される金融商品への投資を通じて、SDGsへの貢献が可能。
• グリーン、ソーシャルボンドなどのSDGsに貢献する債券は、近年、発行数・発行額が増加傾向にある。
• そのほか、環境や社会などのテーマに沿って投資対象を選定する投資信託の販売等を通じて、証券会
社は環境・社会的課題に関心を持つ投資家へ対応。
⇒しかしながら、環境・社会的課題の解決にはより多くの資金が必要であるほか、我が国の経済規模等
からすると、グリーンボンド等を含むサステナブルファイナンスは海外に比較して小規模にとどまる。

SDGsに貢献する金融商品の現状

SDGsに貢献する金融市場拡大に向けた課題に関する意見・提言等（債券を中心とした議論）

今後の展開

•上記を踏まえた役職員、一般向けの普及・啓発を実施しつつ、債券以外の金融商品や、これまでに議論できなかった課題への対応について継続的に検討。

２．ガイドブックの作成（役職員、一般向けの普及・啓発施策）
◆ SDGsに貢献する金融商品の普及、推進には、まずは証券会社の役職員自身
が、それら金融商品の概要、意義について理解を深める必要がある。

◆ 証券会社の役職員や投資家の認知度向上を目的として、「SDGsに貢献する
金融商品に関するガイドブック」を作成

３．経済的メリット、インセンティブの付与
◆ SDGsに貢献する債券は、発行体、投資家双方の経済的メリットがない点が課
題。

◆ これまでの分科会では、「税制措置」、「リスク・ウェイト」の観点から議論。今後も、
継続的、長期的に検討を行い、積極的に情報発信を行うこととされた。

４．評価体系の確立（ESG評価／指数）
◆ ESG評価、指数組成は、ESG関連市場の拡大、投資家流入に資する。
◆証券会社・業界として、ESG格付や評価等の定義に関する正確な理解の促進
やESG指数に係る投資家への情報発信などに取組むことが重要。

５．投資家行動の在り方
◆機関投資家がESG 投資に関する方針を明確化することは企業の取組みを促す。
◆証券会社には個人投資家とのチャネルを活用した普及・啓発が期待される。

６．発行会社による情報開示
◆ SDGsに貢献する金融商品への投資促進には企業によるESG情報開示が重要。
◆ 2019年2月、日証協としてTCFD提言への賛同を表明。

１．統一呼称について⇒P10～12参照
◆ SDGsに貢献する債券について、証券業界としての統一呼称として
「SDGs債」を用いる。

① 呼称統一の対象⇒「債券」
➢資金使途が明確又は限定可能であり、SDGsへ貢献するものを特定
しやすい

② 呼称における「SDGs」の使用
➢証券会社役職員や顧客におけるSDGsの認知度向上に資する
➢SDGs関心層（投資未経験層を含む）による投資促進を期待
➢ひいては投資家層、発行体層の拡大につなげる

SDGs債の範囲

SDGsの中でも環境・
社会へのポジティブな
インパクトを有し、

• 一般的にスタンダード
として認められている
原則（ICMA原則
等）に沿った債券、

• 事業全体がSDGsに
貢献すると考えられる
機関が発行し、イン
パクト（改善効果）
に関する情報開示が
適切になされている
債券、

が含まれる。

• インパクト・インベストメント、ESG投資など、
証券会社の本業である資本市場を活用した施策
⇒特に、グリーンボンドやソーシャルボンドをはじめとする
SDGsに貢献する金融商品の拡大に向けて検討

※SDGs達成には、世界全体で年間5兆～7兆ドル、途上国
で同3.3兆～4.5兆ドルが必要と試算（UNCTAD調べ）

分科会の目的

21
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SDGsに貢献する債券の呼称統一について

SDGs に貢献する投資の促進のため、統一呼称「SDGs債」を提言した。

分科会等における議論

◆SDGs達成のためには民間金融を通じた資金調達が欠かせない

ところ、SDGs に貢献する金融商品の総称については、証券会

社各社において多様な呼称が用いられ、その定義も各社によっ

て異なっており、この点が、個人を含む投資家や販売側（外務

員）の理解、認知度向上を妨げる一因となっている。

◆SDGs に貢献する投資の促進のためには、分かり易く、 統一し

た用語が使用されることが望ましい。

議論の結果、SDGs に貢献する債券を「SDGs 債」と統一して呼称することとし、
顧客に対する分かり易さ、認知度向上の観点から、可能な限り 統一呼称を用い、
日証協は当該呼称が広く一般に浸透するよう、周知のための施策を行っていくとし
た※。

※日証協では2019年４月にSDGsに貢献する金融商品に関するガイドブックを策定

取組みの一環として、
「SDGs債」のより一層
の周知、普及に努める
ため、「SDGs債」のロゴ
マークを作成



（出所）ICMA「Green Bond Principles」等をもとに日本証券業協会にて作成、ICMAは日本証券業協会の友好団体でありグリーンボンド等の普及についても連携している。

調達資金の使途
グリーンボンド、ソーシャルボンド、サステナビリティボンド
４つの核となる要素
1. 調達資金の使途
2. プロジェクトの評価と選定のプロセス
3. 調達資金の管理
4. レポーティング
重要な推奨項目
1. ボンドフレームワーク
2. 外部評価

概括的な目的
サステナビリティリンクボンド（SLB）

５つの核となる要素
1. KPIの選定
2. SPTとの整合
3. 債券の性質
4. レポーティング
5. 検証

金
融
商
品
ガ
イ
ダ
ン
ス

テ
ー
マ
ガ
イ
ダ
ン
ス

グリーンボンドをはじめとするサステナブルボンドの指針となる「ICMA原則」

４つの開示要素
1.発行体のクライメート・トランジション戦略とガバナンス
2.ビジネスにおける環境面のマテリアリティ（重要度）
3.科学的根拠のあるクライメート・トランジション戦略（目標と経路を含む）
4.実施の透明性

ICMA（国際資本市場協会）の原則について

23
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「SDGsに貢献する金融商品に関するガイドブック」

１．証券会社の役職員におけるSDGsに貢献する金融商品（投資）の認知度・理解度の向上

２．顧客（投資家、企業等）への普及を通じたSDGsに貢献する金融商品市場の拡大

３．一般社会への浸透により、投資未経験のSDGs関心層の投資行動を促進する

目

的

◆ SDGsとは

◆ SDGsと証券業界：SDGsと「投資」の関係、証券業界の機能

◆ SDGsに貢献する金融商品の概要（歴史等）

◆ 「 SDGs債」について

－プロジェクト例

－ケース紹介

－発行の推移

内

容

「SDGs債」範囲の明確化とに伴い、サステナビリティ・リンク・ボンドやトランジションボンドの定義、発行事例などを盛り込

む形で「SDGsに貢献する金融商品に関するガイドブック」を改訂した。
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SDGs債の発行状況について

日本証券業協会では、日本国内で公募されたSDGs債の発行状況について、SDGsに貢献する金融商品に関するＷＧメンバーの協力を得な
がら、金融商品に貢献する四半期毎に統計を作成・公表（2022年６月末までの統計データを公表済）。2022年7月以降、日本取引所グ

ループより「ESG債情報プラットフォーム」が開設されたことに伴い、日証協によるSDGs債の発行リストは更新を停止することとした。

（出所）日本証券業協会：https://www.jsda.or.jp/sdgs/hakkou.html

https://www.jsda.or.jp/sdgs/hakkou.html
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「ソーシャルボンドに関する実務的なガイドライン策定に関する要望」
の提出

新型コロナウイルス感染症の拡大を踏まえ、世界的にもSDGs
達成に資する投資手法であるESG投資の要素のうち「S（社
会）」の視点の重要性が高まりを見せ、このような動きを受け、
社会的課題解決に資するプロジェクトの資金調達のために発行
される債券である「ソーシャルボンド（社会貢献債）」が国内
外で注目されており、国内では民間事業者による発行が進んで
いる。しかしながら、2020年時点では、発行に当たって準拠す
べき国際標準（ICMA原則）はあるものの、同原則を我が国の
特性に当てはめた信頼性のある実務的なガイドラインが存在し
ていないことが課題となっていた。このような問題意識から、
2020年12月、ソーシャルボンド発行に関する国際標準（ICMA
原則）との整合性や国際的な動向を踏まえつつ、我が国の特性
に即したソーシャルボンドに関する指針を示していただきたく、
金融庁主導のもと、国内における実務的なガイドラインの早期
策定をご検討いただくよう、要望書「ソーシャルボンドに関す
る実務的なガイドライン策定に関する要望」を金融担当大臣に
提出した（同内容を経団連からも提出）。

※「ソーシャルボンドガイドライン」策定について

金融庁において、2021年3月、サステナブルファイナンス有識
者会議の下に「ソーシャルボンド検討会議」が設置され、同会
議では、一般の民間企業によるソーシャルボンドの発行を念頭
に、実務担当者がソーシャルボンドに関する具体的対応を検討
する際に参考となるよう、ソーシャルボンドに関する実務指針
について議論が行われた。同議論を踏まえ、2021年10月、
「ソーシャルボンドガイドライン」がとりまとめられた。
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4．トランジションファイナンス推進、GX経済移行債のフォロー・支援に向けた取組
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トランジション・ファイナンス推進のための
ロードマップ勉強会の開催

第1回 第2回 第3回 第4回 第5回

日時 2022年4月21日
16：30～18：30

2022年4月28日
15：00～17：00

2022年5月11日
15：00～16：30

2022年5月31日
15：00～17：00

2023年4月24日
14：00～15：00

分野 鉄鋼、化学 電力、ガス、石油 紙・パルプ、セメント 内航/国際海運、航空 自動車

申込者数 398名 484名 384名 389名 429名

登壇者  経済産業省
 JFEホールディングス㈱
 住友化学㈱

 経済産業省
 ㈱JERA
 東京ガス㈱
 出光興産㈱

 経済産業省  経済産業省
 国土交通省
 ㈱商船三井
 日本航空㈱

 経済産業省

主催 日本証券業協会

主な対象 証券会社、金融機関等の役職員、事業会社、投資家、評価機関等の実務担当者

開催方法 Zoomによるウェビナー

参加費 無料

総申込者数 2,084名（各回申込者の合計）

開催日程
登壇者等

具体的なトランジションに向けた取組み・戦略は分野（業種）ごとに異なることから、経済産業省・国土交通省において、多排出産業の各分
野別に参照し得るロードマップが策定されている。ロードマップは、事業会社のトランジション戦略の策定やトランジションへの取組・戦略の適格
性を判断するために有用なものであることから、本協会では、トランジション・ファイナンスに携わる幅広い市場関係者が、トランジション・ファイナン
スの意義、各分野別ロードマップ策定の背景、内容等の理解を深めることを目的とした勉強会を開催した。2023年3月には、自動車分野に
おけるロードマップが新たに策定されたことから、本協会では第5回目となる勉強会を開催した。
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73

511

433

113

64

40

421

発行体

証券会社

銀行

保険会社

運用会社

その他金融機関

その他

2022年度申込者の属性内訳

講義内容（各回120分プログラム）

（2022年度の総申込者数1,655名の内訳）

１ トランジション・ファイナンスの全体概
要
（経済産業省）

 ロードマップの講義の前提となるトランジション・ファイナンスの概念、必要性
 トランジション・ファイナンス基本指針の概要及びロードマップとの関係
 トランジション・ファイナンスに対する企業、投資家の関心 など

２ 各分野別ロードマップ概要
（経済産業省、国土交通省）

各分野別ロードマップの必要性、目的、位置づけ
各分野の現状
各分野のカーボンニュートラルへの道筋（ロードマップ）、技術
各分野別ロードマップとパリ協定との整合 など

３ ケーススタディ（各事業会社）  トランジション・ファイナンスの決定に至る経緯
自社のトランジション戦略とロードマップとの整合 など

トランジション・ファイナンス推進のための
ロードマップ勉強会の開催
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トランジション・ファイナンスにかかる
フォローアップガイダンス説明会の開催

フォローアップガイダンス説明会 概要

参加者
金融機関（特に債券投資家）の実務担当者、
証券会社の実務担当者、発行体等 申し込み者ベースで161名

開催方法 Zoomによるウェビナー

日 程
2023年８月２日（水）13：00～14：00
（YouTube及びJSDAトレーニング・ハブで配信中）

経済産業省、金融庁及び環境省の3省庁より、トランジション・ファイナンスの信頼性と実効性を向上することを目的として、「トランジション・ファイナン
スにかかるフォローアップガイダンス～資金調達者とのより良い対話に向けて～」が策定・公表された（2023年6月）
本ガイダンスは、トランジション・ファイナンスの実行後に焦点を当てており、資金供給者によるファイナンス実行後のフォローアップの基本的な考え方や
ポイントについて、金融機関（特に債券投資家）の実務担当者が実践的に活用できるようまとめられている。
今般、本ガイダンスの策定の背景、内容等の理解を深めることを目的とした説明会を、経済産業省協力の下、下記の通り開催した。

参加費 無料

13：00～13：20 経済産業省によるガイダンス説明
経済産業省環境経済室

13：20～13：50 パネルディスカッション
経済産業省環境経済室

マニュライフ・インベストメント・マネジメント株式会社
株式会社ＪＥＲＡ

13：50～14：00 質疑応答

プログラム
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⚫ 2023年10月にインドムンバイで行われたアジア証券人フォーラム（ASF）※年次総会において、
オープニングパネルディスカッションとしてトランジションファイナンスをテーマとしたパネルが行われ
た。

⚫ 本パネルには日本証券業協会から国際担当役員が参加し、「GX経済移行債」に関連する情
報を発信した。

※アジア証券人フォーラム（ASF） は、1995 年にアジア・大洋州地域における証券界の意見及び情報交換、 証券市場の発
展と経済成長への寄与を目的として本協会の提唱により設立され、現在、同地域における証券自主規制団体及び業界団
体の28 機関が参加している。

オープニングパネルディスカッション
全体会議A トランジション・ファイナンスとグリーンテックによる脱炭素化 資本市場はいかに貢献するか

＜モデレーター＞国際資本市場協会 (ICMA)アジア太平洋地域事務所 事務局長 ムシュタク・カパシ氏
＜パネリスト＞
⚫ 日本証券業協会（JSDA）執行役 政策本部共同本部長(調査・国際担当) 菱川 功
⚫ アジア証券業金融市場協会 (ASIFMA) エグゼクティブディレクター（公共政策・サステナブファイナンス）

Ms. Diana Parusheva-Lowery
⚫ タイ債券市場協会（ThaiBMA）シニアエグゼクティブバイスプレジデント Ms. Ariya Tiranaprakij
⚫ インド国立証券取引所(NSE) ヘッド, Product & Strategy Development(Power & Carbon 

Markets), Primary Market relationship and Investor awareness/ services Dr. Harish 
Ahuja

ASF年次総会における「GX経済移行債」関連情報発信
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パネルディスカッションにおける日本証券業協会「GX経済移行債」関連情報発信

➢日本では本年度末までにGX経済移行債を発行予定。発行されると、今後はそのGX経済移行

債のフレームワークに基づき、Use of Proceedsに記載される資金使途・プロジェクトに対する資

金供給が行われる。

➢その際に、トランジションファイナンスで重要となる戦略・マテリアリティ、目標と経路などについて、GX

経済移行債は、これまでのロードマップにおける経路・戦略と整合的な形で進められていくことが想

定される。

➢GX経済移行債は総額20兆円規模であり、この先行投資が呼び水となって総額150兆円規模

のＧＸ実現にむけた民間投資が行われることが重要である。

➢JSDAにおいてもその動きを注視し市場が健全に発展するよう支援する心づもりである。

パネルディスカッションの模様

ASF年次総会における「GX経済移行債」関連情報発信
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⚫ 2023年度から、政府より、20 兆円規模の「脱炭素成長型経済構造移行債」（ＧＸ経済移
行債）の発行が予定されているところ、先般、「クライメート・トランジション・ボンド・フレームワーク」
が策定されるとともに、第三者評価機関よりセカンドパーティオピニオン（ＳＰＯ）が公表された。

⚫ これを受け、サステナブルファイナンスに携わる市場関係者が、ＧＸ経済移行債発行の意義やフ
レームワーク、ＳＰＯの内容等の理解を深めることを目的とした勉強会を、経済産業省、財務省
及び第三者評価機関の協力の下、以下の通り開催した（後日、YouTube及びJSDAトレーニ
ング・ハブでアーカイブ配信を予定。質疑応答内容について一部公表予定）。

GX経済移行債勉強会概要

日程 2023年12月27日（水）10：00～12：00

開催方法 ハイブリッド方式（12階証券団体会議室 及び Zoomによるウェビナー）

主な対象 金融機関、証券会社、発行体等の実務担当者

参加費 無料

プログラム

財務省による講義：財務省 理財局 国債企画課長 佐藤 伸樹 様

経済産業省による講義：経済産業省 環境政策課 GX金融推進室室長 梶川 文博 様

第三者評価機関による講義

株式会社日本格付研究所 常務執行役員 サステナブルファイナンス評価本部長 梶原 敦子 様

DNVビジネス・アシュアランス・ジャパン株式会社 サステナビリティサービス統括部 プリンシパル 金留 正人 様

質疑応答

GX経済移行債勉強会の開催
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登録者 563名

0
50

100
150
200
250

登録者属性

参加者 447名（オンライン406名、会場41名）
※ウェビナー形式のため当日の参加者属性は不明

アンケートの声（抜粋）

⚫ Q&Aセッションを通じて、各市場関係者が、どのような関心
を持っているのか、それに対して、日本政府がどのように考
えているかがよくわかりました。

⚫ 国債の動向、推移、第三者評価レポートの報告書の全
体構成等、初心者のため、どこから読めば良いかとても参
考になりました。

⚫ より多排出なセクター、業種へのファイナンスを積極的に対
応していることが改めて認識できました。

当日の模様

GX経済移行債勉強会の開催
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⚫ ＧＸ（グリーン・トランスフォーメーション）の加速・実現には、今後10年間で150 兆円を超える官民のＧＸ
投資が必要であるとされている。そのような中、国として長期・複数年度にわたり投資促進策を講ずるため、今
後10年間で20 兆円規模のＧＸ経済移行債が発行予定。

⚫ 2024年２月に予定されている初回発行にあわせ、2024年2月1日、GX及びGX経済移行債の発行意義
等に対する証券業界の考え、証券業界としてのコミットメントを国内外に発信することを企図した会長談話
「クライメート・トランジション利付国債発行によせて」（日本語・英語）を発出。

クライメート・トランジション利付国債発行によせて
（日本語版）

会長談話「クライメート・トランジション利付国債発行によせて」
（日・英）の発出

On the Issuance of the Japan Climate 
Transition Bonds（英語版）
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５．国際資本市場協会（ICMA）との連携・協力
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本協会では、グリーンボンド市場等の動向について日本市場関係者の理解を深め、日本市場の課題等を探る機会として、国際
資本市場協会（ICMA）との共催で、2017年より、毎年、「ICMA&JSDA Annual Sustainable Bond Conference」を
開催している。
7回目の開催となる2023年度は、政府でGX経済移行債の発行が予定されていることなど、脱炭素社会の達成に向けたトラン
ジションファイナンスに対する注目度が更に高まることが期待されることを受け、官民におけるトランジションファイナンスの取組
みに焦点を当てたカンファレンスを実会場での開催に加え、オンラインでも参加可能とするハイブリッド方式により開催した。

※ICMAは欧州を中心に世界約66カ国600の金融機関が加盟する国際団体。本拠地はチューリヒ及びロンドン。スイス及び英国当局から自主規制機関と認められている。本協

会との間で2008年1月、相互協力に関する覚書（MoU）を締結し、これまでにロンドンでは日本証券サミットを５回共催した。

日程 2023年10月27日（金）13時00分～17時25分（日本時間）

タイトル

ICMA&JSDA Annual Sustainable Bond Conference

-Accelerating transition with Sustainable Bonds -

-サステナブルな債券によるトランジションの更なる促進-

会場 KABUTO ONE 及び ZOOMによるウェビナー

共同主催者 国際資本市場協会（ICMA）（※）、日本証券業協会

参加費 無料

参加者 発行体、銀行、証券会社、（機関）投資家、その他の関係機関等、登録者計743名

ICMA共催カンファレンス 

ICMA共催カンファレンス 概要
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ICMA共催カンファレンス（2023アジェンダ） 

ICMA共催カンファレンス2023 アジェンダ
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ICMA共催カンファレンス（過去のアジェンダ）（2022） 
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ICMA共催カンファレンス（過去のアジェンダ）（2021） 
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ICMA共催カンファレンス（過去のアジェンダ）（2020） 
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ICMA共催カンファレンス（過去のアジェンダ）（2019） 
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ICMA共催カンファレンス（過去のアジェンダ）（2018） 
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ICMA共催カンファレンス（過去のアジェンダ）（2017） 
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ICMA共催カンファレンス 
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ICMA共催カンファレンス 
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例年ICMA共催カンファレンスの前日には、主に今後グリーン／ソーシャルボンド、トランジションボンド、サステナビリティ・リンク・ボンド等の発行を検討中

の発行体等の実務担当者を対象に、各種原則等の策定に深く関わるICMAのスタッフが講師となり、サステナブルボンド発行にあたっての実務やグリー

ン／ソーシャルボンド原則のアップデート内容等についてご紹介する「Executive Training Course」を開催している。

日程 2023年10月26日（木）17時00分～19時00分（日本時間）

タイトル Executive Training Course

会場 ZOOMによるウェビナー（日証協オフィスから配信）

共同主催者 国際資本市場協会（ICMA）、日本証券業協会

参加費 無料

コース内容 （歓迎の挨拶）Nicholas Pfaff, Deputy CEO and Head of Sustainable Finance, ICMA; Secretary of the Green Bond 

Principles (GBP) and the Social Bond Principles (SBP)

（研修コース）

Chaoni Huang, Managing Director, Head of Sustainable Capital Markets APAC, BNP Paribas

Asian Sustainable Bond Market Trends in 2023

Raymond Seager, Program Coordinator, ICMA

クライメート・トランジション・ファイナンス・ハンドブック及び各種原則等のアップデート

サステナブルボンドに関する実務ガイド

Q＆A（研修資料及び各種原則・ハンドブックは事前翻訳の上、参加者に配布）

参加者 発行体、証券会社、銀行、（機関）投資家、その他の関係機関等124名

ICMA共催トレーニングコース

2023年 トレーニングコース 概要
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ICMA共催トレーニングコース

日程 2022年11月17日（木）17時00分～19時00分（日本時間）

会場 ZOOMによるウェビナー

（※研修資料は翻訳の上、参加者に事前配布、同時通訳あり）

主催者 国際資本市場協会（ICMA）、日本証券業協会

参加費 無料

コース

内容

（歓迎の挨拶）ICMA GB原則・SB原則事務局 副CEO サステナブルファ

イナンス・ヘッド Nicholas Pfaff 氏

（研修コース）ICMA Program Coordinator Raymond Seager 氏

⚫ サステナブルボンドに関する実務ガイド

⚫ 2022年におけるグリーン／ソーシャルボンド原則及び関連ドキュメントのアッ

プデート

⚫ クライメート・トランジション・ファイナンス＆サステナビリティ・リンク・ボンド

⚫ Q＆A

参加者 主に事業者や地方公共団体等の発行体の他、

証券会社・銀行・（機関）投資家等の市場関係者

（参加申込者：202名）

2022年 トレーニングコース 概要
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ICMA共催トレーニングコース

2021年 トレーニングコース 概要

日程 2021年11月11日（木）17時00分～19時00分（日本時間）

タイトル エグゼクティブ研修コース-Executive Training Course-

会場 ZOOMによるウェビナー

主催 国際資本市場協会（ICMA）

トレーナー 国際資本市場協会（ICMA）

サステナブルファイナンス ディレクター シモーネ・ユータマーク 氏

プログラムコーディネーター レイモンド・シーガー 氏

参加者 発行体、証券会社、外部レビュアー、投資家 等 計132名

17:00
歓迎の挨拶

ICMA サステナブルファイナンス ディレクター シモーネ・ユータマーク 氏

17:05
パート１：クライメート・トランジション・ファイナンス・ハンドブック

トレーナー：ICMA サステナブルファイナンス ディレクター シモーネ・ユータマーク 氏

17:30

パート２：グリーン／ソーシャルボンド原則アップデート、関連ドキュメント

・グリーン／ソーシャルボンド原則アップデート

・関連ドキュメント

・発行体ケーススタディ

トレーナー：ICMA プログラムコーディネーター レイモンド・シーガー 氏
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ICMA共催トレーニングコース

2020年 トレーニングコース 概要

日程 2020年11月12日（木）16時30分

～19時00分（日本時間）

タイトル ソーシャル／サステナビリティ・リンク・ボンド

エグゼクティブ研修コース

「Social and Sustainability-Linked

Bonds Executive Training 

Course」

会場 ZOOMによるウェビナー

主催 国際資本市場協会（ICMA）

リード

トレーナー

国際資本市場協会（ICMA）

市場慣行・規制政策 ディレクター

バレリー・ギヨマン 氏

サステナブルファイナンス ディレクター

シモーネ・ユータマーク 氏

参加者 発行体、証券会社、外部レビュアー、投
資家 等 計５３名

16:30
歓迎の挨拶
ICMA 市場慣行・規制政策 ディレクター バレリー・ギヨマン 氏

日本証券業協会 SDGs推進室長 森川 怜子

16:35
パート１：サステナビリティ・リンク・ボンド
トレーナー：
ICMA 市場慣行・規制政策 ディレクター バレリー・ギヨマン 氏

17:00 休憩

17:10    

パート２：ソーシャルボンド
トレーナー：
ICMA サステナブルファイナンス ディレクター
シモーネ・ユータマーク 氏

• 市場概況
• ソーシャルボンド原則における４つの核
• 外部評価：一般的な紹介と概要

ING グローバルキャピタルマーケッツ アジア太平洋責任者 マ
ネージングディレクター ヘルグ・マンケル 氏

• ソーシャルボンドケーススタディ（COVID-19含む）及び
市場展望

ISSコーポレートソリューション VP サステナブルファイナンスビジネ
スマネージャー フェドリーコー・ペッツォラット 氏
ISSコーポレートソリューション ESGコンサルタント ダマーソ・ザ
ガーグリア 氏

• ソーシャルボンドのための外部評価
• ソーシャルボンドのセカンドパーティオピニオン（SPO）に

関する外部評価者によるプレゼンテーション



5151

ICMA共催トレーニングコース

2019年 トレーニングコース 概要

日程 2019年10月８日（火）9時30分～17時40分

タイトル グリーン・ソーシャル・サステナビリティボンド エグゼクティブ教育コース

会場 日本証券業協会 第１・２会議室

主催 国際資本市場協会（ICMA：International Capital Market Association）

リード
トレーナー

国際資本市場協会（ICMA）シニアアドバイザー、欧州投資銀行（EIB）管理アドバイザー、
欧州委員会 テクニカル専門家グループ（EUTEG）メンバー ピーター・ムンロ氏

参加者 発行体、証券会社、外部レビュアー、投資家、環境省等 計43名

会 場EIB ピーター・ムンロ氏
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ICMA共催トレーニングコース

2018年 トレーニングコース 概要

日程 2018年12月10日（月）9:30～17:30

セミナー名 グリーンボンド入門コース

会場 日本証券業協会 第1・2会議室

主催 国際資本市場協会（ICMA：International Capital Market Association）

参加者 国内の発行体、証券会社、外部レビュアー、投資家、環境省 等 計48名

スポンサー アムンディ・ジャパン、大和証券

セミナーの概要 メインスピーカー：
ゲストスピーカー：
ケ ー ス ス タ デ ィ ：

ICMA ディレクター ピーター・ムンロ 氏
三菱UFJモルガン・スタンレー証券 田村 良介 氏
アムンディ・ジャパン、アムンディ・アセット・マネジメント、格付投資情報センター、
S&Pグローバル・レーティング・ジャパン、サステイナリティクス

➢ ICMAの主催によりグリーンボンド及びソーシャルボンドについて、主に今後発行を検討している発行体の
財務担当者等を対象とした研修会を実施した。

➢ 当該市場の現状、ICMAのグリーンボンド原則等の内容やガバナンス、投資家の動向等についての講義
の後、４つの発行事例について各外部評価者より事例紹介が行われた。その後のケーススタディではグ
ループごとに各事例についてディスカッションを行い、各参加者により活発な意見交換が行われた。
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ICMA原則等に係る日本語訳の作成

「グリーン/ソーシャルボンド原則」 「インパクトレポーティングガイダンス」

✓ 市場関係者のICMA原則の理解に資するべく、ICMA「グリーンボンド/ソーシャルボンド/サステナビリティリンク・ボンド原
則」「トランジションファイナンスハンドブック」および「インパクトレポーティングに関するガイダンス文書」の日本語訳を作成。

✓ 各日本語訳資料については、ICMAウェブページに掲載し、本協会ウェブページにリンクを掲載している。

https://www.icmagroup.org/sustainable-finance/the-principles-guidelines-and-handbooks/

～ICMAウェブページ画面より（グリーンボンド原則）～

ICMAウェブページに日本語訳をアップ

https://www.icmagroup.org/sustainable-finance/the-principles-guidelines-and-handbooks/
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６．国内外の関係機関、関係団体等との連携・協力
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関係省庁等会議体への参加等

⚫ 金融庁や経済産業省、環境省などといった関係省庁、金融機関における各会議体に対し、委員やオブザー
バーとして参加し、必要に応じて証券業界としての意見発信を実施。

会議名 本協会の関与

⚫ サステナブルファイナンス有識者会議（金融庁）
⚫ メンバーとして関与
⚫ 第３・１９回会合にて資料提出

⚫ サステナビリティ投資商品の拡充に向けたダイアログ（金融庁） ⚫ 参加者として関与

⚫ ESG 金融ハイレベル・パネル（環境省）
⚫ 委員として関与
⚫ 第１・２・４・６回会合にて資料提出

⚫ ESG 金融懇談会（環境省）
⚫ 委員として関与
⚫ 第１・７回会合にて資料提出

⚫ Tokyo Green Finance Market（仮称）検討委員会（東京都） ⚫ 有識者として関与

⚫ サステナブルファイナンス環境整備検討会（JPX） ⚫ メンバーとして関与

⚫ インパクトコンソーシアム ⚫ 発起人及びコンソーシアム会員として関与

⚫ トランジション・ファイナンス環境整備検討会（金融庁、経済産業省、環境省）
⚫ 脱炭素等に向けた金融機関等の取組みに関する検討会（金融庁）
⚫ ソーシャルボンド検討会議（金融庁）
⚫ インパクト投資等に関する検討会（金融庁）
⚫ 脱炭素等に向けた金融機関等の取組みに関する検討会（金融庁）
⚫ ESG評価・データ提供機関等に係る専門分科会（金融庁）
⚫ 官民でトランジション・ファイナンスを推進するためのファイナンスド・エミッションに関

するサブワーキング（経済産業省）
⚫ 産業のGXに向けた資金供給の在り方に関する研究会（経済産業省）
⚫ 平成28年度 グリーンボンドに関する検討会（環境省）
⚫ 令和元年度グリーンボンド・グリーンローン等に関する検討会（環境省）
⚫ 令和3年度～グリーンファイナンスに関する検討会（環境省）

⚫ オブザーバーとして参加

https://www.fsa.go.jp/singi/sustainable_finance/index.html
https://www.fsa.go.jp/singi/dialogue/index.html
https://www.env.go.jp/policy/esghighlevel.html
https://www.env.go.jp/policy/esg/kinyukondankai.html
https://www.startupandglobalfinancialcity.metro.tokyo.lg.jp/gfct/initiatives/green-finance/tgfi
https://www.jpx.co.jp/corporate/sustainability/esg-investment/working-group/index.html
https://goodway.co.jp/fip/htdocs/event/20231128_impact/
https://www.fsa.go.jp/singi/transition_finance/index.html
https://www.fsa.go.jp/singi/decarbonization/index.html
https://www.fsa.go.jp/singi/social_bond/index.html
https://www.fsa.go.jp/singi/impact/index.html
https://www.fsa.go.jp/singi/decarbonization/index.html
https://www.fsa.go.jp/singi/esg_hyouka/index.html
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/transition_finance/finance_emission/index.html
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/transition_finance/finance_emission/index.html
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/industry_gx/index.html
https://www.env.go.jp/policy/greenbond/gb/conf/conf.html
https://www.env.go.jp/policy/greenbond/gb/conf/conf_r0107.html
https://www.env.go.jp/policy/greenbond/gb/conf/conf_r31216.html
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アジア証券人フォーラム（ASF）における取り組み

・アジア証券人フォーラム（ASF） は、1995 年にアジア・大洋州地域における証券界の意見及び情報交換、証券市
場の発展と経済成長への寄与を目的として本協会の提唱により設立され、現在、同地域における証券自主規制団体
及び業界団体の27 機関が参加している。
・2018年11月、本協会の提唱に基づき、ASFとしてSDGsの達成に貢献する意思を明示することを主眼に、ASFメン
バーの賛同を得て「SDGsに関するバリ宣言」を採択した。

SDGsに関するバリ宣言
2018年11月2日採択 於バリ インドネシア （仮訳）

アジア太平洋地域は、世界人口の半数以上を占め、高い経済成長を達成又は維持し、世界経済を牽引する役割を担っている。
同地域はまた、世界の最貧困人口の半数以上を占め、急速な産業化と社会構造の変化により、社会及び環境における困難に直面している。
アジア太平洋地域における社会、経済、及び環境問題に対処することは、結果として同地域のみならず世界全体の持続可能な開発に寄与するものであ
る。

証券業界は国際連合が示す持続可能な開発目標の達成のために必要な資金を効率的に配分する上で大きな役割を果たすことが期待されている。これ
らの状況に鑑み、

我々アジア証券人フォーラムのメンバーは、アジア太平洋地域の証券業界間で意見及び情報を交換し、同地域の証券市場の発展と経済成長に資すると
いう設立の目的を想起し、
世界で最も急速に成長を遂げている地域の証券市場を擁し、相当の地理的範囲と人口を占めるメンバー機関の拡大を反映し、
この地域の証券業界が国際連合の持続可能な開発目標（SDGｓ）の達成のために重要な役割を果たすことができることを認識し、
ここに、以下の事項に取り組むことを宣言する。

関係規制当局及び他のステークホルダーと協力し、前述の目標の達成に貢献できる金融・証券市場の発展と維持を促進し、
グリーン及びソーシャルボンド原則やサステナビリティボンド・ガイドラインのように、グローバルな資本市場で広範に実践される、SDGsに貢献するイニシアチブ
を歓迎・支持し、
メンバー間における協力を促進し、この分野において我々が情報、知見、経験を共有できるプラットフォームとしての機能を強化する。
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アジア証券人フォーラム（ASF）における取り組み

ASFメンバー機関（27機関）

国・地域 機関名

アジア アジア証券業金融市場協会（ASIFMA）、国際資本市場協会（ICMA）アジア太平洋地域事務所

豪州 豪州金融市場協会（AFMA）、証券・金融助言業協会（SAFAA）

中国 中国証券業協会（SAC）

台湾 台湾証券業協会（CTSA）

香港 香港証券業協会（HKSA）

インド インド証券取引所参加者協会（ANMI）、ボンベイ証券取引所参加者協会（BBF）

インドネシア インドネシア証券業協会（APEI）

イラン イラン証券取引仲介者協会（ISEBA）、イラン機関投資家協会（IIIA）

日本 日本証券業協会（JSDA）

韓国 韓国金融投資協会（KOFIA）

マレーシア マレーシア証券業協会（ASCM）

モンゴル モンゴル証券業協会（MASD）

ニュージーランド ニュージーランド金融市場協会（NZFMA）

フィリピン フィリピン証券業協会（PASBDI）

ロシア ロシア全国金融協会（NFA）

シンガポール シンガポール証券業協会（SAS）

スリランカ コロンボ証券仲介者協会（CSBA）

タイ タイ証券業協会（ASCO）、タイ債券市場協会（ThaiBMA）

トルコ トルコ資本市場協会（TCMA）

ウズベキスタン ウズベキスタン投資機関協会（NAII）

ベトナム ベトナム証券業協会（VASB）、ベトナム債券市場協会（VBMA）
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アジア証券人フォーラム（ASF）における取り組み

2020年、ASFメンバー機関各機関のメンバーにおけるSDGsに係る取組みについてのサーベイを実施した。
サーベイの結果、ASFメンバー25機関のうち、17機関がSDGsに係る取組みを実施していることが分かった。

・SDGs サーベイ 2020
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アジア証券人フォーラム（ASF）における取り組み

ASF内に「ASFトランジション・ファイナンス・スタディグループ」を設置することを本協会が提唱し、 2021年12月開催の
ASF年次総会において承認されている。

１．背景

2021年11月に英国グラスゴーで開催されたCOP26（第26回気候変動枠組条約締約国会議）以降、気

候変動への対応に関する議論が世界的に更に活発に行われ、カーボンニュートラル（脱炭素社会）への移行

（トランジション）が一層注目を集めている。

他方、カーボンニュートラルの実現には、各国の事情が大きく異なり、全世界、全産業が一足飛びに脱炭素社

会に適合することは困難である。このため、着実に脱炭素化に向かうためには、トランジション・ファイナンスが非常

に重要となるところ、アジアにおいては化石燃料依存度が高く今後トランジション・ファイナンスに対する需要は一

層増すものと思慮される。

２．目的

上記のとおり、今後アジアで議論が活発化することが予想されるトランジション・ファイナンスに関しASEAN等にお

ける取組のフォローやASFメンバー間における情報共有・情報交換を当初の目的とする。

・ASFトランジション・ファイナンス・スタディグループ
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TCFD（気候関連財務情報タスクフォース）への賛同

金融安定理事会（FSB）が設置した気候関連財務情報開示タスクフォース（The FSB Task Force on 
Climate-related Financial Disclosures）」（以下「TCFD」）では、企業に対して、気候変動がもたらす
「リスク」及び「機会」の財務的影響を把握し、開示することを提言している。かねてより企業によるSDGs関連の
情報開示を重視していた本協会は、2019年2月、TCFDの提言に対し賛同の意を表明。表明については本協
会HPにても公開している。
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FT との共催によるアジア向けサステナブルファイナンスイベント

◼ 本協会では、2021年度における重点施策の一つとして「サステナブルファイナンスの推進に向けた取組み」を掲げており、また、

この取り組みを進展させるために国内外の市場関係者や関係機関等幅広いステークホルダーとの連携強化に努めている。

◼ その一環として、2022年3月、アジアにおける持続可能な経済へのトランジションと金融資本市場の役割に焦点を当てたオ

ンラインイベントをフィナンシャル・タイムズ（FT）と共催した。イベントの概要は以下のとおり。

１．イベント開催の経緯

イベントの名称

Funding Asia’s Transition to a Green Economy

- Facilitating sustainable transformation through targeted investment -

仮訳：アジアにおけるグリーンエコノミー移行に向けた資金調達

 －ターゲット・インベストメントを通じた持続可能な変革の推進－

主催機関 FT及び日本証券業協会の共催

主な対象 海外の市場関係者（特にアジアの証券会社や投資家）

２．イベントの概要

2022年3月29日（火）日本時間15時（トルコ 9時／ニュージーランド 19時）開催日時

視聴者数
730名（登録者ベース。うち、369名がライブ配信を視聴。）
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IFRS財団のサステナビリティ基準策定のスケジュール

2021年 Q1 Q2 Q3 Q4 2022年 Q1 Q2 Q3

3月31日公表 2023年6月頃に変更

✓ IFRS財団は、2021年11月に国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）を設立し、2022年3月31日に気候関連開示プロトタ
イプ等を基礎とした気候関連開示基準等の公開草案を公表

✓ これを受け、日証協では、2022年1月に「サステナビリティ基準ワーキング・グループ」設置し、同公開草案に対する証券業界とし
ての意見発信について検討し、2022年7月29日付で、ISSB・サステナビリティ基準委員会（SSBJ）に意見書を提出

2023年6月頃に変更

＜関連事業＞国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）への提言
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７．大学との連携・協力（大学とのSDGsに関するパートナーシップ）
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⚫ 日証協では、これまでに東京大学・京都大学・早稲田大学とそれぞれSDGsをテーマとして取り上げたイベントを共催
⚫ イベントの共催以外にも京都アカデミアウィーク2022などへの協賛を通じた連携も実施

日時 連携大学 イベントタイトル 開催形式
参加実績

（会場参加者数＋
オンライン視聴数）

2020年12月15日（火）
18:00～20:00

東京大学
知とビジネスのイノベーション
～未来の選択～

オンライン配信
（登壇者のみ渋谷スクランブルスクエ
ア15階 SHIBUYA QWS）

約5,400名

2021年1月15日（金）
10:30～12:00

東京大学
大学債／ソーシャルボンド カンファレンス
～初の大学債、発行の意義とSDGsへの貢献～

オンライン配信
（登壇者のみ太陽生命日本橋ビル
26階）

280名

2021年９月６日（月）
18:00～20:00

京都大学
カーボン・ニュートラル実現のためのサステナブルファ
イナンス
ーファイナンスが支える持続可能社会ー

オンライン配信 527名

2022年１月20日（木）
18:00～19:30

東京大学 カーボンプライシングと市場機能の可能性探求 オンライン配信 約4,000名

2022年６月20日（月）
14:00～16:30

京都大学
金融リテラシーが未来を拓く2022
～シン・金融教育元年を迎えて～

オンライン配信 518名

2022年10月18日（火）
18:30～20:00

京都大学他
（※）

京都アカデミアウィーク2022
「金融の力で支える持続可能な社会 ～SDGsと
ESG投資～」

新丸の内ビルディング10階
オンライン配信

84名

2022年12月２日（金）
17:00～18:40

早稲田大学
「研究」×「行政」×「経済」の結束
～脱炭素社会の実現に向けて～

早稲田大学国際会議場
オンライン配信

約2,600名

2023年４月19日（水）
18:00～19:30

東京大学 日本のカーボンニュートラル実現に向けた道筋を考える

東京ミッドタウン八重洲カンファレンス
大会議室
オンライン配信

約3,900名

※京都9大学（京都外国語大学、京都光華女子大学、京都工芸繊維大学、京都市立芸術大学、京都女子大学、京都精華大学、京都美術工芸大学、同志社女
子大学、京都大学）の連携による「京都アカデミアウィーク2022」に対する協賛により、講演を実施

大学とのSDGsに関する連携事業 （実績抜粋）
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大学とのソーシャルファイナンスに関する連携事業
（事例抜粋）

日程
2021年1月15日（金）

10時30分 ～ 12時00分

タイトル

東京大学×日本証券業協会

大学債／ソーシャルボンド カンファレンス

～初の大学債、発行の意義とSDGsへの貢献～

場所 オンライン開催

主な

参加対象者

全国の大学関係者（国公私立大学 財務部

長、社会連携担当）、学生、証券関係者等

参加者数 280名（参加申込300名）

東京大学と日本証券業協会の共催により、大学債（東京大学FSI債）の社会的意義、大学の資金
調達手段としての債券の役割、大学債のソーシャル性・SDGsへの整合性、ソーシャルボンドの現状と課
題等といった内容をテーマにしたカンファレンスをオンライン開催した。
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大学とのグリーンファイナンスに関する連携事業
（事例抜粋）

日程
2021年９月６日（月）

18時 ～ 20時

タイトル

京都大学×日本証券業協会 SDGsシンポジウム

カーボン・ニュートラル実現のための

サステナブルファイナンス

ーファイナンスが支える持続可能社会ー

場所

京都大学国際科学イノベーション棟 ５階

及び ZOOMとYouTube Liveによる配信

※当日は新型コロナウィルス感染症拡大のため、登壇者も含

めてオンライン形式により開催

主な

参加対象者

大学生、社会人、大学関係者、証券市場関

係者 等

参加者数
ZOOM 及び YouTube Live

合計527名（視聴数ベース）

カーボン・ニュートラルに向けた取組みと、持続可能な社会を実現するための金融「サステナブルファイナン
ス」の必要性に焦点を当て、様々なステークホルダーが独自の視点に立ち、多面的に論じることを目的とし
たシンポジウムを以下のとおり、京都大学との共催により、開催した。
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大学とのグリーンファイナンスに関する連携事業
（事例抜粋）

日程
2022年１月20日（木）

18時 ～ 19時30分

タイトル
東京大学×日本証券業協会 SDGsシンポジウム

カーボンプライシングと市場機能の可能性探求

場所

東京大学 伊藤謝恩ホール 及び ZOOMによる配信

※本会場には新型コロナウィルス感染症の影響を踏まえ登壇者

のみが来場

主な

参加対象者
市場関係者、学生 等

参加者数
ZOOM 及び ニコニコ生放送

合計4,000名（視聴回数ベース）

カーボンニュートラルの実現のため、気候変動問題と経済・社会的課題の同時解決を目指す経済的手法と
して、温室効果ガスの費用を可視化する点で注目を集めるカーボンプライシングを取り上げ、市場機能を通
じた価格シグナルについて、クレジット取引、排出量取引や金融商品等といった様々な観点から、市場機能
の可能性、果たすべき役割を探求するシンポジウムを東京大学と共催で開催した。
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大学とのグリーンファイナンスに関する連携事業
（事例抜粋）

日程
2022年12月２日（金）

17時 ～ 18時40分

タイトル

早稲田大学×日本証券業協会SDGsシンポジウム

「研究」×「行政」×「経済」の結束

～脱炭素社会の実現に向けて～

場所 早稲田大学国際会議場及びZOOMによる配信

主な

参加対象者
大学生、大学関係者、証券市場関係者 等

参加者数
会場、ZOOM及びニコニコ生放送

合計 約2,600名（視聴数ベース）

脱炭素社会の実現に向けては事業会社のみならず、政府・研究機関・金融機関などあらゆる主体による
取組みが必要不可欠であり、個々の取組みだけではなく、分野・組織形態を超えた一層の協力が必要とな
る中、各組織の現在地を再確認し、新たな協力の形を模索することを目的としたシンポジウムを、早稲田大
学との共催により、ハイブリッド方式にて開催した。
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日時 2023年４月19日（水）18時00分～19時30分

タイトル
東京大学×日本証券業協会SDGsシンポジウム

日本のカーボンニュートラル実現に向けた道筋を考える

場所 東京ミッドタウン八重洲カンファレンス大会議室及びZOOMによる配信

登壇者

• 東京大学 未来ビジョン研究センター 准教授 杉山昌広氏

• 東京大学 大学院新領域創成科学研究科

サステイナブル社会デザインセンター センター長・教授 亀山康子氏

• 経済産業省 産業技術環境局 環境政策課 環境経済室

環境金融企画調整官 井上峰人氏

• 国立開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

グリーンイノベーション基金事業統括室 主査 木場篤彦氏

• 大和証券グループ本社 経営企画部 サステナビリティ推進室長

川那部留理子氏

主な参加対象者 大学関係者、市場関係者 等

参加者数 会場、ZOOM及びニコニコ生放送 合計 約3,900名（視聴数ベース）

2050年カーボンニュートラルの実現に向けては、現在打ち出されている施策だけではなく、さらに対策を強化
する必要性が訴えられている中、政策・技術開発・金融それぞれの観点から現状を見つめ、日本のカーボン
ニュートラル実現のために何が求められているのかを考えることを目的としたシンポジウムを、東京大学との共催
により、ハイブリッド方式にて開催した。

大学とのグリーンファイナンスに関する連携事業
（事例抜粋）
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８．個人投資家等を対象としたサステナブルファイナンス（SDGs債）の取組み
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個人を主な対象とするSDGs・ESG解説ページの公開

✓ 本協会の「個人投資家の証券投資に関する意識調査」において、ESG投資の内容を認知している者は、約3割であり、ESG投資の内
容を知らない、そもそもESG投資を知らない、といった個人投資家が7割近くを占めている結果であった

✓ 証券業界として、幅広い投資家層へのサステナブルファイナンスの浸透を図るべく、個人投資家を主な対象としたSDGs・ESG（投資）
に関する基礎的な情報について解説を行うウェブページ「SDGs・ESGのいろは～証券投資でより良い世界を～」を開設

＜掲載項目＞

＜バナー＞
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インパクト測定ツール情報サイトの公開

✓ 社会的又は環境的な変化や効果を投資判断に包摂するインパクト投資により生じるインパクトを測定・マネジメントすること（Impact 
Measurement and Management：IMM）の重要性が増しており、複数のイニシアティブにより、インパクトを測定するためのツー
ル類が策定・公表されている。

✓ このうち、代表的なツールとして、Impact Frontiersが提供する「5 Dimensions of Impact」及びGIIN（the Global Impact 
Investing Network）が提供する「IRIS+」の概要、使用方法等についての情報サイトを開設
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⚫ 政府は、22年６月７日に閣議決定した「経済財政運営と改革の基本方針2022（骨太方針）」及び23
年２月10日閣議決定の「GX実現に向けた基本方針」において、「GX経済移行債」の発行について明記。

⚫ 日証協では、2022年７月20日付けで「中間層の資産所得拡大に向けて～資産所得倍増プランへの提言
～」を公表し、その中で、「GX経済移行債を個人向けにも発行すること」を提言の一つとして掲げている。

日本証券業協会「中間層の資産所得拡大に向けて
～資産所得倍増プランへの提言～」（2022年７月20日公表）抜粋

2050年カーボンニュートラル（GX）という社会課題を国民が債券投資で応援する基盤作り
➢今般、我が国が、GX促進のための支援資金を可及的速やかに先行して調達し、今後10年間に150兆円超
の投資を実現するための十分な規模の政府資金を「GX経済移行債（仮称）」により調達することは、民間
セクターや市場に政府のコミットメントを明確にするうえで有効な施策である。

➢ソブリンSDGs債の発行は、グリーン国際金融ハブとしての地位向上にも寄与するとみられる。
➢「GX経済移行債（仮称）」の創設にあたっては、下記の理由から、個人向けにも発行することが望まれる。
➢「GX経済移行債（仮称）」を個人向けに発行することで、国としては満期保有を前提とした安定的な投資
家に消化できるとともに、商品性を工夫することにより、国民は安定的な資産所得（金利）を得られる。同時
に、2050年カーボンニュートラルに向けて、国民が債券投資で応援できる基盤づくりができ、国民のGX（ひい
てはSDGs）に対する意識の醸成効果も期待できると考えられる。

個人向け「GX経済移行債（仮称）」の意義
➢満期保有を前提とした安定的な個人投資家への訴求
➢貯蓄者への投資手段の1つとなり得る金融商品の提供
➢国民に対する気候変動対策のPR、国民のSDGsに対する意識の醸成
➢個人向けのサステナブル関連の金融商品の幅が拡大し、グリーン国際金融ハブとしての地位向上に寄与
➢例えば利率がインフレ率に連動するなどの商品設計により、インフレ対応の一助に寄与する可能性

＜参考＞個人向け「GX経済移行債」発行提言 
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